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仙台空港の被害状況（エアサイド）

●津波により空港内に土砂、瓦礫、車等が散乱。
漂流自動車が貨物ターミナルに衝突し火災。
制限区域の場周柵がほぼ全て倒壊。

●誘導路・エプロンの一部に液状化による沈下。
滑走路及び誘導路に各11本のクラック。
滑走路は液状化対策済みのため液状化せず。

出典：航空局資料より
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被害状況（庁舎・PTB・アクセス等）

●津波により電力供給機能が停止。
空港監視レーダー施設及び機械設備が水没。
携帯型移動無線局を除く航空管制機能が喪失。
消火救難車両・航空機地上支援車両使用不能。

●PTB等浸水、漂流物流入し機械設備等不作動。
航空機燃料供給施設が損壊・流出。
給油車両は浸水で使用不能。

●空港アクセス鉄道・道路地下トンネル使用不能。
（瓦礫等流入・埋没）

出典：航空局資料より
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仙台空港の避難状況

●ビル会社・航空会社の誘導でPTB3階へ避難。
周辺避難者含め最大1,422名がPTB内に避難。

●津波警報継続、アクセス道路浸水で避難継続。
発災翌日夕方に空港外への退避開始。
全避難者の空港外退避完了は3月16日。
備蓄毛布・販売用食料品等が無償で提供。

●空港事務所、安否確認、事務所屋上に避難。
消防庁舎勤務職員、消防車庫屋上に避難。

出典：航空局資料より
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仙台空港の復旧作業①

●第1段階：回転翼機の離着陸。
範囲を定め瓦礫等除去（14日了）。

●第2段階：緊急物資輸送の固定翼機の離着陸。
滑走路1500m・駐機場の除去（16日了）。
＋滑走路3000m・仮設航空灯火設置（29日了）。

●第3段階：民間旅客機利用。
仮設場周柵、誘導路舗装補修、航空保安無線施

設、消火救難施設、PTB部分修復、飛行検査等の
応急復旧（4月12日了）。

出典：航空局資料より



6

仙台空港の復旧作業②

●瓦礫、車等の除去は空港内外に仮置用地確保。
空港管理者・米軍共同で除去・運搬。

撤去作業の作業機械は、のべ約1,100台。
ホイルローダ、バックホウ、ダンプトラック、清掃車、散水車、セルフローダ等

撤去作業の労務は、のべ約2,000名。
重機オペレータ、瓦礫切断・集積・除去、清掃作業等

●場周柵には、松杭と有刺鉄線の木柵を使用。
（資材調達開始3/18～から設置完了4/10）。

出典：航空局資料より
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仙台空港の復旧作業③

●航空管制機能： 非常用管制塔及び非常用レー
ダー設備を他空港から搬入。

●電源設備： 仮設発電装置・燃料を他空港から
搬入

●消火救難車両：消防車及び給水車を他空港から
配車。

●燃料供給施設： 被災地外から給油車両を配車、
ローリーから給油車両へ直接給油で対応。

●PTB： 民航再開用に1階部分確保。上下水道
は復旧済み。電力は仮設発電装置で確保。

出典：航空局資料より
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仙台空港 基本施設の被災調査

●第1次（3/13～15 国総研1名）
・基本施設の全体概査
・主滑走路およびエプロン路面の調査

●第2次（3/21～27 国総研2 港空研1 航空局1）
・主滑走路，平行誘導路，エプロン路面調査
・同FWD試験機を用いたクラック部の構造判定

（FWD試験機とは非破壊で舗装構造を調査する装置）
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滑走路・誘導路のクラック位置図

県道 木曳堀

R1 R2 R3 R4

RJ1

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

T1 T2 T3 T4 T5 T6

T7

T8

T9 T10 T11

クラックは，
・滑走路，誘導路の横断方向にそれぞれ11本ずつ
・すべてのクラックは端から端まで

Ａ滑走路

Ｂ滑走路

エプロン平行誘導路

空港施設研究室
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FWD試験機でのクラック部構造判定

滑走路のクラックと
FWD測定車

コア抜き調査とFWD調査から
貫通クラックと判定
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舗装

原地盤地下道
砂砂

ここが液状化して沈下

滑走路（県道地下道横断部）は
液状化対策済みで無被災

誘導路の沈下（県道地下道横断部）
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エプロンに発生したクラック位置図

（ターミナルビル側）

（滑走路側） 赤線がクラック（3/26最終）

II HH GG FF EE DD CC BB ＡＡ Ａ B C D E F G H I J K L M N O

1 1

2 2

3 264 169 168 246 177 665 184 3

4 304 209 476 204 190 390 232 193 182 199 177 4

5 347 283 282 282 226 266 239 182 202 169 187 197 207 5

6 198 206 289 282 144 144 505 246 170 290 264 176 196 6

7 214 199 138 506 138 151 160 163 280 243 280 331 175 7

8 195 227 389 234 241 153 154 254 466 183 212 246 473 8

9 211 200 417 127 139 183 173 190 206 440 221 214 210 9

10 206 205 226 152 147 207 479 219 506 216 301 261 190 10

11 205 207 188 163 343 181 208 398 219 268 229 234 191 11

12 197 190 184 232 162 418 278 421 615 259 181 220 204 12

13 202 197 261 159 210 190 417 369 346 419 179 187 13

14 226 190 194 282 281 249 615 440 231 197 211 319 327 14

15 232 231 417 355 357 435 442 410 249 300 331 203 175 15

16 228 202 240 230 220 420 208 225 223 253 215 258 187 16

17 264 222 189 189 218 212 291 201 355 196 231 204 219 17

2番ｽﾎﾟｯﾄ

A/P導入線

3番ｽﾎﾟｯﾄ

A/P導入線

ｼﾞｬﾝﾎﾞﾗｲﾝ

の支柱

1番ｽﾎﾟｯﾄ

A/P導入線

ｴﾌﾟﾛﾝ端

二重線

段差有り

II側が2cm高い
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FWD調査結果（エプロン部）
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・誘導路マーキング部2か所は切削打換え
県道横断部は路床転圧を含む

・滑走路・誘導路のクラックは注入材
・エプロン1～3番スポットは供用を制限し本格復旧 14

応急復旧箇所

県道 木曳堀
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RJ1
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T1 T2 T3 T4 T5 T6
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空港施設研究室
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緊急輸送機の運航（3月16日～）

この時点では
ターミナル周りのがれき
撤去未了

米軍のC130輸送機
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がれき撤去状況

空港事務所前の
がれき撤去

A滑走路上に
車両を集積
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場周柵の仮復旧
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仙台空港 ４月１３日以降の動き

●4月13日 国内線（臨時便）再開

●4月29日 民航機の夜間就航再開
●6月23日 国際チャーター便受け入れ再開

（3番スポット応急復旧）
●7月25日 国内定期便・国際線（臨時便）再開
●9月25日 国際定期便再開

●10月1日 仙台空港アクセス鉄道全線運行再開

出典：航空局資料より
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成田・羽田到着便のダイバート

ダイバート先 成田到着便 羽田到着便

関西国際空港 １６便 ５便

中部国際空港 １２便 ４便

新千歳空港 １３便 １便

横田飛行場 １１便 -
東京国際空港 ６便 -

福岡空港 ６便 -
その他 ７便 ５便

合計 ７１便 １５便

注：3月11日のダイバート。その他は、小松、百里、函館、大阪国際、新潟、
那覇、アンカレッジ空港。 出典：航空局資料より
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消防・自衛隊・警察・米軍の活動

緊急消防援助隊の活動（3月11日～6月6日）
○ 派遣人員総数28,620人
○ 派遣部隊総数7,577隊（うちヘリ58件）
○ 最大時（3月18日11時） 6,099人、1,558隊
○ 救助総数4,614人（うちヘリによるもの144人）

自衛隊・警察・米軍の活動
○ 自衛隊派遣総数約107,000名（最大時）

航空機540機（最大時）、救助総数19,286名、
物資輸送6,806.3トン

○ 警察（広域緊急援助隊等）派遣累計約48,700名、
救助総数3,749名、ヘリ運用延べ566機

○ 米軍（最大時）人員約2万名以上、航空機約160機
出典：航空局資料より
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空港の救援拠点としての活用

救急･救命，捜索･救助，
情報収集等の拠点として
発災後24時間体制で対応
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DMAT活動における空港の役割
被災地外

災害拠点病院

災害拠点病院 域外拠点空港

物資

物資

患者

ロジスティクス拠点

DMAT・必要物資等搬送拠点
Ｈ

災害拠点病院

物資

被災地内 DMAT活動拠点本部 域内拠点空港：ＳＣＵ

ロジスティクス拠点

DMAT・必要物資等搬送拠点

物資

出典：厚生労働省資料 DMAT：Disaster Medical Assistance Team SCU：Staging Care Unit 臨時医療施設
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DMAT、空路で被災地へ

活動チーム：全国から約340隊、
1,500人

活動期間：3/11～3/22（12日間）
活動内容：病院支援、 域内搬送、

広域医療搬送、
病院入院患者避難搬送

千歳

5チーム24

花巻

49チーム251
百里 岩手県 ９４チーム

宮城県１０８チーム
福島県 ４４チーム
茨城県 ２７チーム

24チーム119

伊丹

福岡

空路で被災地へ
DMAT８２チーム408名 出典：厚生労働省資料
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DMATによる花巻空港SCU活動

近隣病院
120名

広域医療搬送
16名

出典：厚生労働省資料



東京～東北の交通機関分担率
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出典：航空局資料



空港の代替輸送拠点としての活用

高速道路･新幹線に代わり
合計2028便の臨時便の
運航に対応

（4月30日までの実績：片道ベース、
仙台空港民航再開後の臨時便含む）

仙台空港

山形空港

福島空港

花巻空港

東京・成田

0便→8便

2便→20便

10便→18便
0便→10便

□：3月12日以降の臨時便を加えた運航便数（路線毎1日あたり最大値）

（凡例）○便→□便

○：3月1日～11日の定期便運航便数（片道ベース／1日）

4便

24時間運用 3/13～31

24時間運用 3/12～4/7

24時間運用 3/13～4/19

その他の空港
（３／１２～４／３０までの臨時便）

・青森空港 ６２便
・三沢空港 ４便
・秋田空港 ２８便

26

西日本方面

6便→18便

6便→10便

48便

出典：航空局資料
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空港の代替輸送拠点としての活用

東北新幹線は発災後５０日で全線復旧
（阪神・淡路大震災：山陽新幹線８３日、新潟県中越地震：上越新幹線６６日）

その間、航空・高速バスが代替交通機能を発揮
（3/12～4/30の50日間で約71万人が利用。発災前より約32万人増加）
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4/22復旧
福島

仙台

新
青森

4/25復旧

4/29復旧

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

10
日

（
木

）

13
日

（
日

）

16
日

（
水

）

19
日

（
土

）

22
日

（
火

）

25
日

（
金

）

28
日

（
月

）

31
日

（
木

）

3日
（
日

）

6日
（
水

）

9日
（
土

）

12
日

（
火

）

15
日

（
金

）

18
日

（
月

）

21
日

（
木

）

24
日

（
日

）

27
日

（
水

）

30
日

（
土

）

３月 ４月

航空・高速バス輸送実績
（首都圏～東北方面、単位：人）

出典：航空局資料
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阪神・淡路大震災と関西国際空港

0

50

100

150

200

250

300

350

0

2

4

6

8

10

12

14

19 23 27 31 4 8 12 16 20 24 28

便数（便） 救援物資（ｔ）

便 ｔ

1995年1月 ２月

出典：関西国際空港(株)資料

航空機による救援物資輸送



29

阪神・淡路大震災と関西国際空港

出典：関西国際空港(株)資料

ヘリコプターによる緊急輸送
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新潟県中越地震と新潟空港
航空自衛隊の輸送実績

日付 機種 飛来数 物資

C-1  3 食料・人員22名

C-130  1 食料

C-1  7 衣料品、食料、毛布・人員8名

C-130  6
5tフォークリフト2台、医療品、
食料、毛布、水等

C-1  5
食料、毛布、ブルーシート、
カーペット等、人員5名

C-130  4 食料、毛布、簡易トイレ等

10月27日 C-130  1 食料、水等

10月28日 C-1  2 枕等
出典：北陸地方整備局港湾空港部まとめ

10月24日

10月25日

10月26日
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新潟県中越地震と新潟空港

出典：北陸地方整備局港湾空港部まとめ

新潟～羽田臨時便搭乗実績
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能登半島地震と能登空港

運用再開に先立ち、クラック注入材及び段差擦付箇所
で車輪通過時に剥離等が生じないか確認するため、
現地調達できる最大荷重の消防車を試験走行。
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地震に強い空港のあり方検討委員会

基本施設 その他施設 耐震化事業実施状況

羽田 ○ ○ エプロン等耐震化検討中

成田 ◎ × 庁舎未完了

関空 ◎ × 庁舎・ﾚｰﾀﾞｰ施設未完了

伊丹 × ◎ 地下道等耐震化実施中

中部 ◎ ◎

新千歳 × ◎ 地下道等耐震化実施中

仙台 ○ × RW等耐震化実施中、管制塔（新規）未完了

新潟 × × RW等耐震化実施中、電源局舎未完了

広島 × × 地下道等耐震化実施中、電源局舎・ﾚｰﾀﾞｰ未完了

高松 ◎ × 庁舎・電源局舎・ﾚｰﾀﾞｰ未完了

福岡 ○ × RW等耐震化実施中、庁舎・ｴﾌﾟﾛﾝ灯未完了

鹿児島 × × 地下道等耐震化実施中、電源局舎・ﾚｰﾀﾞｰ未完了

那覇 ○ × 土木施設等耐震化実施中、管制塔庁舎・ﾚｰﾀﾞ未完了

○：自衛隊輸送機の離発着が可能となる滑走路等の基本施設や
　　航空機との通信・管制のための施設等の耐震性が確保済み

◎：定期民間航空機の運航を再開し、50％相当の輸送能力確保に
　　必要な施設について耐震性が確保済み

耐震性（H22年度末時点）

緊急輸送の拠点となる空港

緊急物資及び人員等の輸送拠点

航空輸送上重要な空港

航空ネットワークの維持

背後圏経済活動の継続性確保

・発災後３日を目途に民航機の運航を
再開（極力早期に通常時の５０％の
施設能力を回復）

・発災後早期に緊急・救命活動拠点
として機能

・発災後３日以内に、緊急物資及び
人員の輸送拠点として機能
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空港の津波対策検討委員会

関空（5.3）

中部（3.8）

稚内（8.0）

仙台（1.7）

羽田（6.4）

新潟（1.4）

松山（4.0）

高知（8.7）

北九州（6.1）

長崎（2.4）

大分（3.0）

那覇（4.5）

山口宇部（4.5）

宮崎（5.9）

神戸（5.6）

出雲（1.8）

鳥取（14.7）

佐賀（1.7）

空港名 （空港標点高さ （T.P.））

徳島（11.4）

空港標点高さ
護岸

施設高さイメージ

共用空港

会社管理空港

国管理空港

特定地方管理空港

地方管理空港

三陸沖

宮城沖

福島沖

茨城沖

房総沖

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
の
震
源

日向灘

南西諸島周辺の地震発生領域

南西諸島周辺の地震発生領域

M7.5 ‐8クラスの震源域

（規則性不明瞭）

※地震動の震源域については下記参照

◎東大廣井研究室HP⇒http://www.hiroi.iii.u‐tokyo.ac.jp/index‐genzai_no_sigoto‐kaikogatajishin‐hyuganada.pdf、◎静岡大学小山教授HP⇒http://sk01.ed.shizuoka.ac.jp/koyama/public_html/etc/EastJM9.html

美保（1.6）

奄美（5.4）
喜界（4.5）

徳之島

（2.3）

久米島（6.9）

下地島（7.6）

多良間（10.3）

与那国（16.1）

与那国島

周辺

三宅島（19.9）

紋別（17.8）

小値賀（7.7）

壱岐（12.5）

与論

（14.4）
粟国（11.6）

波照間（13.1）

小松（6.7）

広島西（3.0）
岡南（0.0）福岡（9.1）

注：海岸線より概ね5km以内に位置する標点20m以下の空港。
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プルーム・テクトニクス

プルーム・テクトニクスの概念図
(原図: 丸山茂徳, from 川上紳一. 縞々学 リズムから地球史に迫る. 東京, 東京大学出版会, 1995. p.43)

コールド・プルームとホット・プルーム
（図は丸山茂徳・磯崎行雄「生命と地球の歴史」（岩波新書、1998年）より作成）

マントル深部に落ちていくコールドプルーム、キノコ状に湧き上がるホットプルーム。
プレートがマントルに潜り込み深さ数百kmに達すると、それ以上潜り込めずたまり出

し、スラブ塊メガリスとなる。この量が限界を超えると、コールドプルームとなって一気
に落ちていき、その反動で別な場所からホットプルームが湧き上がるという説。周期
は数億年。ホットプルームのキノコ部分がマントル上部に達すると、激しい火山活動
を起こしたり、また真上に大陸があればそれを分裂させたりもするという。
（参考http://www.s-yamaga.jp/index.htm）
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危険因子 × 社会の脆弱性 = 災害

危険因子
規模・確率

社会の
脆弱性

災害
災害

危険因子

脆弱性柔軟な事態想定
脆弱性低減努力

想定超外の災害
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大規模災害における空港の課題

●人の命･健康･生活をより意識
●事前に防災拠点の耐震化･耐水化とBCP
●初動で情報収集提供･リエゾン
●広域応援態勢･Technical Emergency Control Force

さらに、
●時間軸で変化する空港の役割の認識
●空港毎の危険因子・事態・被害の想定
●空港固有の潜在的脆弱性カルテ
●対策の合理的な優先順位付与
●基本施設応急危険度判定（判定P・手引書）
●空港相互の役割分担・航空NW臨時再構築
●以上に係る実働訓練
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時間軸で変化する空港の役割と備え

避難
↓

PTB
備蓄
準備

緊急物資
人員輸送

↓
自衛隊機利用
に必要な準備

救急･救命
捜索･救助
情報収集

↓
ヘリ利用に
必要な準備

民間航空
（国内･国際）

↓
民航機利用

に必要な準備

被
災
空
港

他
空
港

発災 時間軸

24H運用･災害応急対策
DMAT･SCU
給油･兵站拠点

代替輸送拠点（域内・域外）

情報･ﾘｴｿﾞﾝ･広域応援･T-Force
空港固有潜在的脆弱性カルテ
空港基本施設応急危険度判定
航空ネットワーク臨時再構築等

危険因子･事態･
被害想定，BCP
耐震化･耐水化

備え

空港研究部作成



我が国の航空輸送の動向
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●国際航空旅客輸送
増加傾向だったが、H13年のテロ、H15年の紛争で
一時的に落ち込んだ他、H20年のリーマンショック以
降の景気後退を受け減少傾向。
●国際航空貨物輸送

経済のグローバル化に伴い、機械機器・半導体等電
子部品の輸送を中心に増加してきたが、リーマン
ショック以降の景気後退を受け大きく減少。
●国内航空旅客輸送

増加傾向だったが、燃油価格高騰の影響による景気
後退、運賃値上げによりH19年度より減少に転じ、
リーマンショック以降さらに減少。

出典：航空局資料より



国際航空旅客数の推移
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成田開港
（昭和53年5月）

関空開港
（平成6年9月）

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
昭和 平成 （ 年度 ）

地方空港 532万人（10.0％）

成田国際空港・東京国際空港
3,417万人（64.0％）

関西国際空港

957万人（18.0％）

注） 関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における旅客数を示す。

中部国際空港・名古屋空港
430万人（8.0％）

（万人）

平成21年度
旅客数合計
5,336万人

※ 国土交通省資料より作成 を若干加工

アメリカ同時多発テロ

（平成13年9月）

イラク戦争・ＳＡＲＳ

（平成15年3月～4月） 中部開港
（平成17年2月）

リーマンショック
（平成20年9月）



国際航空貨物量の推移
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（万トン）

（ 年度 ）

注） 関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における貨物量を示す。

成田国際空港・東京国際空港
197.8万㌧（70.4%）

平成21年度
貨物取扱量
281.1万トン

※ 空港管理状況調書、税関資料より航空局作成 を若干加工

中部国際空港・名古屋空港
11.9万㌧（4.2％）

関西国際空港
59.5万㌧（21.2％）

地方空港 11.9万㌧（4.2％）

リーマンショック
（平成20年9月）

中部開港
（平成17年2月）アメリカ同時多発テロ

（平成13年9月）

関空開港
（平成6年9月）

成田開港
（昭和53年5月）

平成昭和



ACIによる2010年輸送量上位空港
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出典：ACI = Airports Council International資料より空港研究部作成

0 20 40 60 80 100

１位 ATL アトランタ

２位 PEK 北京

３位 ORD シカゴ

４位 LHR ロンドン

５位 HND 羽田

６位 LAX ロサンジェルス

７位 CDG パリ

８位 DFW ダラス

９位 FRA フランクフルト

１０位 DEN デンバー

３０位 MUC ミュンヘン
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74 

67 
66 
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59 
58 
57 
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52 
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旅客輸送2010年（百万人）

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

１位 HKG 香港

２位 MEM メンフィス

３位 PVG 上海

４位 ICN 仁川

５位 ANC アンカレッジ

６位 CDG パリ

７位 FRA フランクフルト

８位 DXB ドバイ

９位 NRT 成田

１０位 SDF ルイビル

２４位 HND 羽田

２６位 KIX 関空

３０位 BOM ムンバイ

4.2 
3.9 

3.2 
2.7 
2.6 

2.4 
2.3 
2.3 

2.2 
2.2 

0.8 

0.8 
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貨物輸送2010年（百万トン）



品目別航空貨物輸送取扱額
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日本関税協会「外国貿易概況」より航空局作成 を若干加工

機械機器（半導体

等電子部品を除く）
43%

半導体等電子部品
20%

化学製品
9%

金属及び同製品
3%

非金属鉱物製品
1%

繊維及び同製品
1%

食料品
0%

その他
23% 機械機器

（半導体等

電子部品

を除く）
46%

半導体等

電子部品
14%

化学製品
17%

食料品
1%

原料及び燃料
1%

その他
21%

（平成２１年度、単位：万トン）

輸出 輸入



国内航空旅客数の推移

44

羽田便利用者合計
5,546万人（66.1％）

その他 1,256万人（15.0 ％）

関空又は伊丹便利用者（羽田便を

除く） 1,072万人（12.8％）

羽田－大阪（伊丹・関空）便利用者
648万人（7.7％）

中部又は名古屋利用者 513万人（6.1％）

（万人）

※ 航空輸送統計年報より航空局作成 を若干加工

（ 年度 ）

羽田便利用者
4,898万人（58.4％）

国内旅客の約7割
は羽田利用者

昭和 平成

平成21年度
旅客数合計
8,387万人



訪日外国人旅行者数（万人）

45

韓国, 244 

中国, 141 

台湾, 127 

香港, 51 
タイ, 21 

シンガ

ポール, 
18 

豪州, 23 

米国, 73 

カナダ, 15 

英国, 18 

フランス, 15 

ドイツ, 
12 マレーシア, 11 

インド, 7 

ロシア, 5 

その他, 79 

0
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400
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600
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900

H15年 H16年 H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年

H22年国籍別 VJC以降の推移

出典：日本政府観光局資料より空港研究部作成



国土交通省成長戦略・航空分野概要
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国内A/Lの使用航空機
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0 100 200 300 400

500席以上

400-499席

300-399席

200-299席

100-199席

50-99席

49席まで

機材サイズ別使用航空機数（機）

出典：数字で見る航空2011より空港研究部作成
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各A/Lの使用航空機数（機）

出典：数字で見る航空2011より空港研究部作成
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空港の課題と研究方針

●災害時に期待される役割を果たせる空港
時間軸で変化する空港の役割と備え

●安全・安心で効率的な施設管理
基準，設計法，維持管理の高度化･効率化

●利用者メリット拡大と国際競争力向上
Open-Sky，LCC参入に対する空港の備え

●地域を支える航空ネットワークの維持
役割評価，効率化，有効活用，RJ参入促進


